
新型コロナウイルスで休業したら 

突然、小中高の学校が休校になったり

様々なイベントが中止になったり、感染症

の対応に企業も大わらわという事態が生じ

ています。厚生労働省の「新型コロナウイ

ルスの企業向け Q＆A」では、新型コロナと

はわからない発熱などの症状があって労働

者が自主的に休めば通常の病欠と同じ扱い

になります。一方、37.5度以上の熱がある

などの理由で一律に休業させると事業主の

判断があるときは一般的には「使用者の責

に帰すべき事由による休業」に当てはまり、

休業手当を払う必要があるとしています。

労使で言い出した方の責任というのも変な

話ですが、労務の提供ということで見れば

体調不良で仕事を休めば欠勤であり、労務

の提供はできるが会社から休むように言わ

れた場合は会社都合という扱いでしょう。 

判断に迷う微熱 

微妙なのは 37 度くらいの時の判断で労

務の提供ができるといえばできるかもしれ

ませんが厚労省の「新型コロナウイルスの

対応に関する基本方針」でも「患者・感染者

との接触機会を減らす観点から企業に対し

て発熱などの風邪症状がみられる職員等へ

の休暇取得の勧奨、テレワークや時差出勤

の推進等を強力に呼びかける」としていま

す。今回のような感染症は非常事態なので

企業が何らかのラインを引く必要があるか

もしれません。発熱で労務の提供がなけれ

ば欠勤で無給か従業員の意思確認の上、有

給休暇を使用するか、会社が特別休暇扱い

にする時は給与の有無も決める必要がある

でしょう。有給休暇がない人はどうするの

か等の問題もありますが企業は柔軟に考え、

今は拡大を阻止することが最重要でしょう。 

休業手当の取り扱いは？ 

 会社からの休業手当支払いはどのように

なるでしょうか？ 新型コロナウイルスで

お客に突然キャンセルされた、来客が少な

くなった、売り上げが大幅に落ちた等で社

員を休ませなければならなくなった場合の

休業手当（休業期間中平均賃金の 60％の休

業手当）は経営障害（不況、資金難、材料不

足等）による休業にあたり、手当が必要で

しょう。企業には痛手で影響も大きいので、

これを受けて政府は、雇用調整助成金を休

業手当の補填とする条件緩和の緊急討議を

しています。助成金を利用することも視野

に入れておきましょう。 
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新型コロナウイルスで仕事を休んだら 

休業か欠勤か有給か？ 

体調が悪い時は

無理せず休める

就業体制が必要

でしょう 


